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早期退職に係る募集実施要項 

 

今般、組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的として、次のと

おり早期退職希望者の募集（国家公務員退職手当法（昭和 28 年法律第 182 号。以下「退手

法」という。)第８条の２第１項第１号）を行う。 

※１ 退手法第８条の２に基づく「早期退職募集制度」の詳細については、別紙１参照。 

本制度は、各大臣等の実施権者が、年齢、職位等を特定した早期退職希望者を募集・

認定し、自己都合退職よりも割り増された退職手当を支給するものである。 

※２ 退手法(抄) 

第八条の二  各省各庁の長等は、定年前に退職する意思を有する職員の募集であって、

次に掲げるものを行うことができる。 

       一 職員の年齢別構成の適正化を図ることを目的とし、第五条の三の政令で定める

年齢以上の年齢である職員を対象として行う募集 

    二 略 

  ２～１０ 略 

 

１．募集の対象となる職員 

本省内部部局、財務総合政策研究所(研修支所を除く)及び会計センターに勤務するもの 

のうち、平成 26 年 1 月 10 日時点で「勤続 20 年以上」かつ「50 歳から 59 歳まで」のもの

で、以下に掲げるもの。 

①一般職の職員の給与に関する法律(昭和 25 年法律第 95 号。以下「給与法」という。)の

行政職俸給表(一)７級以上の適用を受ける職員 

②給与法の指定職俸給表の適用を受ける職員 

③給与法の専門スタッフ職俸給表の適用を受ける職員 

  ※ 退手法の規定により、次の(1)から(4)のいずれかに該当する職員は応募することが

できない。 

（１）非常勤職員 

（２）臨時的任用職員、法律により任期を定めて任用される職員 

（３）平成 26 年 1 月 10 日までに定年に達する職員 

（４）平成 25 年 11 月１日（募集開始日）において懲戒処分（ただし、故意又は重過失 

によらないで管理・監督に係る職務を怠った場合における懲戒処分を除く。以下 

同じ。）を受けている者又は平成 25 年 11 月１日から平成 26 年 1 月 6 日まで（募 

集の期間内）に懲戒処分を受けた者 

 

２．募集人数 

 7 名程度 

 

３．募集の期間（約 2か月間） 

平成 25 年 11 月 1 日（金）午前 10 時から 

平成 26 年 1 月 6 日（月）午後 5時まで 

※１ 応募を行おうとする職員がその検討に時間を要する場合等を考慮し、上記募集 

の期間を設定することとする。 
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８．その他 

  再就職支援  

下記支援条件に該当し、再就職支援を受けることを希望する場合は、希望する旨を上記. 

５(１)応募申請書を提出する際の電子メールに明記すること。 

なお、内閣府官民人材交流センターから割振られた再就職支援枠には限りがあることか 

ら、支援対象者の選定については、別途内部で調整のうえ、相談先担当者から連絡する。 

(支援条件) 

   ・早期退職募集に応募して認定を受けた職員等 

   ・早期退職募集に応募して認定を受け、退職をした職員 

 

※ 本制度は、早期退職募集制度の施行に併せ、内閣府官民人材交流センターが民間 

の再就職支援会社と契約し、専ら支援会社が支援対象者のキャリアカウンセリング 

や再就職先とのマッチング等を行うものである(制度の詳細については、相談先担 

当者へ照会すること)。 


